
冷蔵倉庫用家屋の固定資産税評価方法の変更について 

 

冷蔵倉庫（非木造）に該当する家屋の固定資産評価基準（経年減点補正率）が変更されます。 

固定資産評価基準の改正により、非木造家屋経年減点補正率基準表の「冷凍倉庫用」のものを「冷蔵倉庫

用のもの（保管温度が摂氏１０度以下に保たれる倉庫）」に改められ、平成 24年度の固定資産税から適用す

ることになりました。対象となる冷蔵倉庫用家屋を所有されている場合は、事前に現地調査が必要となりま

すので資産税課家屋係までお問い合わせください。 

  

１ 今回の改正点 

家屋の評価額を算出する際に、「建築後の年数の経過によって生ずる損耗・劣化による減価を示す率＝

経年減点補正率」を用います。 

経年減点補正率は、家屋の構造や用途別で定められていますが、今回の改正で非木造の「冷蔵倉庫」が

変更されます。これまで非木造の「冷蔵倉庫」については「倉庫（一般用のもの）」と同じ取扱いとされ

ておりましたが、平成 24年度からは「冷蔵倉庫」は「倉庫（一般用のもの）」に比べて家屋の評価額が早

く減少する計算が適用されることになります。 

※経年減点補正率の最終減価率は０．２となっており、下記のとおり０．２に到達するまでの年数が早くなり

ます。 



改正前の経過年数 改正後の経過年数

築４５年で０．２まで減価 築２６年で０．２まで減価

築４０年で０．２まで減価 築２４年で０．２まで減価

骨格材の肉厚が４ｍｍを越えるもの 築３５年で０．２まで減価 築２２年で０．２まで減価

骨格材の肉厚が３ｍｍを越え４ｍｍ以下のもの 築２６年で０．２まで減価 築１６年で０．２まで減価

骨格材の肉厚が３ｍｍ以下のもの 築１８年で０．２まで減価 築１３年で０．２まで減価

鉄骨造

鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造

煉瓦造、石造、コンクリートブロック造

家 屋 の 構 造

 

 

２ 対象となる冷蔵倉庫用家屋の要件 

 以下の要件を全て満たしているものをいいます。 

①家屋の主体構造が非木造（木造以外）であり、主な用途が「倉庫」であること。 

②倉庫自体に冷蔵機能を備えていて、倉庫内の保管温度が常時１０℃以下に保たれていること。 

③一棟の建物内に冷蔵倉庫以外で使用している部分がある場合、冷蔵倉庫部分が床面積の 50％以上ある

こと。 

 

３ 注意点 

① 通常の倉庫内にプレハブ方式冷蔵庫や業務用冷蔵庫等を設置しているものは該当しません。 

② 経年減点補正率の最終減価率は０．２までとなっているため、既に基準年数を経過し０．２に到達してい

る家屋については、変更はありません。 

③ 変更は平成 24年度からとなります。遡及適用はありません。 



４ 冷蔵倉庫用家屋チェックフロー 

所有されている倉庫等について、資産税課へ御連絡をいただく必要があるかどうか確認してみましょう。 

 

はい いいえ

はい

いいえ

はい いいえ

倉庫内は１０℃以下に保つことができる。

非木造の倉庫を所有している。

　現地調査をさせていただく際には、冷蔵機能が分かる書類（取扱説明
書）及び冷蔵庫部分の面積が分かる図面等の御用意をお願いいたします。

現地調査をさせていただく必要がある可能性があります。

資産税課家屋係まで御連絡ください。
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今回の改正による変更はありませんので、御連絡は不要です。

（倉庫内に単に冷蔵庫を設置しているものでない。）

倉庫そのものに冷蔵機能を備えている。

 


